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病院薬剤師へのタスク・シフティングの実態と効果、推進方策に関する研究
（２０ＩＡ１００８）

外山　聡　　新潟大学医歯学総合病院　教授

研究要旨
働き方改革における医師の業務負担軽減策の１つとして、病院薬剤師へのタスク・シフティングが重要視
されているが、その実態が明らかでない。令和 3年度の本調査に先駆け、令和 2年度はパイロット調査を
実施し、調査対象とした 8,252施設中、1,989施設から回答が得られた。うち 1,056施設が他職種から病院
薬剤師へのタスク・シフティングを行っており、述べ 2,306の事例が収集できた。
DPC制度と許可病床に占める病床（一般、療養、精神）の割合より、回答施設を DPC特定、DPC、一
般、Mix、療養、精神に分類すると、タスク・シフティングに取り組む施設は、DPC特定で 9割、DPC7

割、一般、Mixで 5割弱、療養、精神では 3割程度であった。DPC特定、DPCは複数事例に取り組む施設
が多く、一般、Mix、療養、精神は 1例の取り組み施設が半数以上であった。薬剤師へのタスク・シフティ
ングにおいて業務移管し負担軽減が図られた職種は、医師のみが全事例の約半数、看護師のみが入院の事例
では 2割、外来は 5%程度で、残りは複数の職種であった。
タスク・シフティングの取り組みにおける薬剤師の業務内容は、「処方提案・薬物治療管理」（処方関連）
と「調剤、医薬品の調製」（薬剤調製）を合わせると、入院では 7割、外来では 4割であった。外来では薬剤
調製の比率が減少し、「患者に対する情報提供、薬学的管理指導」の割合が、処方関連に次ぐ割合であった。
タスク・シフティング 1事例当たりの薬剤部門（薬剤師でない者を含む）の業務時間は、第 1四分位数と
第３四分位数の比で 10倍程度、最小値と最大値では 1,000倍もの大きな違いかあった。1週間の業務時間
の中央値は、DPC特定で 10時間程度、DPCで 5時間、一般とMixで 2時間、療養と精神で 1.5時間程
度であった。また、薬剤師でない者をタスク・シフティングの業務に活用した事例は多くなかった。
1事例あたりの薬剤師 1名の 1週間の業務時間は、中央値で DPCは 20分程度、一般と精神で 30分程
度、療養 45分程度であった。一方、DPC特定とMixでは、施設で実施する事例数が多いほど、1事例当
たりの業務時間が長くなった（DPC特定では 5～20分、Mixでは 30～75分）。タスク・シフティングによ
り業務が効率化されることが望ましいが、薬剤師の業務時間の増に対して他職種の業務時間減少が上回る
取り組みは全事例の 4割弱、逆に業務時間が増加する事例も全体の 3割程度は存在すると考えられた。
同じ病院種別内では、病床数、薬剤師数、薬剤部門の人数が多い方が、タスク・シフティングの取り組み
事例数が多くなる傾向にあった。DPCで 3事例以上実施する施設、一般、精神の 2事例以上の施設では、
タスク・シフティングの取り組みが無い施設よりも、100床当たりの薬剤師数が多かった。一方、多くの施
設が複数の取り組みを行っている DPC特定では、タスク・シフティングの事例数と 100床当たりの薬剤師
数に関連が無かった。令和 3年度の本調査で、薬剤師の配置以外の、タスク・シフティングの推進に係る施
設特性を明らかにし、病院薬剤師へのタスク・シフティングの推進に関する政策形成につなげたい。

研究組織
（研究代表者）　外山　　聡（新潟大学　医歯学総合病院　教授）
（研究分担者）　眞野　成康（東北大学　病院　教授）
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A 研究目的
働き方改革における医師の業務負担軽減策の１つとして、病院薬剤師へのタスク・シフティングの重要性
が指摘されている。ただ、平成 24年の病棟薬剤業務実施加算の新設以前は、病院薬剤師の業務の大半は調
剤に費やされていた。現在でも、厚生労働科学研究「病院における薬剤師の働き方の実態を踏まえた生産性
の向上と薬剤師業務のあり方に関する研究」（研究代表者：武田泰生）によると、病棟業務・対人業務の比
率は、依然、調剤業務よりも小さい。このため、病院薬剤師へのタスク・シフティングは、薬剤師が確保さ
れている一部の施設で行われているに過ぎないと考えられる。また、医師から薬剤師へ薬剤関連業務をシフ
トすることで、医師の業務負担軽減のみならず、医薬品適正使用や医療安全の推進の効果が期待される。し
かし、病院薬剤師へのタスク・シフティングに関しては、ごく少数の報告が散見されるのみで、効果が明確
にされていない。
このため、令和 2年度においては、病院薬剤師へのタスク・シフティングに関するパイロット調査調査
を行なった。これより、病院薬剤師へのタスク・シフティングがどの程度の施設で実施されているか、さら
に、医師から薬剤師への業務移管に伴い、医師や薬剤師の業務時間がどの程度変化したかを把握することを
目的に、研究を実施した。

B 研究方法
2020年 11月 1日現在の全国の病院（ただし、新型コロナウイルス感染症対応のために臨時に設置され
た病院を除く）8,252施設を対象に、調査票形式のパイロット調査を実施した。
調査項目は、「I. 施設の概要」「II 医療従事者の勤務環境の改善、タスク・シフティングの体制・制度」

「III. 薬剤部門の人員配置・充足状況と業務」「IV. 病院薬剤師への他職種からのタスク・シフティング」か
ら成る。調査項目 I、IIは、回答施設の概要や体制を求めるものであり、項目 Iは、回答率の向上と調査費
用の適正化を図るために、令和 2年度厚生労働行政推進調査事業費補助金タスク・シフティング推進事業
「タスクシフティング・シェアリングの取り組みに関する調査」と合同で実施した。
アンケートの本質的部分は項目 III、IVである。項目 IIIでは、薬剤部門における薬剤師、薬剤師でない
者の人員配置・充足状況と、夜間・休日の勤務体制と勤務環境改善・効率化・機械化について回答を求めた。
項目 IVでは、病院薬剤師へのタスク・シフティングの取り組みについて、５事例まで回答を求めた。設
問は、対象患者、業務移管元の職種と業務軽減の程度、業務移管される薬剤師の業務量と内容、および取り
組みの効果・範囲から成る。
なお、資料として調査票を掲載した。
（倫理面への配慮）本研究は、病院薬剤師の人員配置・充足状況およびタスク・シフティングの実態を把
握するための調査を主体とした研究であり、人および人に由来するサンプルを使用する臨床研究とは異な
る。さらに、患者や医療機関で働く医療スタッフの個人情報に触れる内容も含まれない。従って、府省庁が
規定する倫理指針等に抵触する研究ではないと考えられる。研究代表者および研究分担者は、各所属施設に
おいて「厚生労働科学研究対応利益相反マネジメント自己申告」を行い、利益相反マネジメントの対象に該
当しないことを確認している。
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C 研究結果

C.1 回答施設数、回答率

調査票を送付した 8,252施設中、1,989施設から回答が得られた。そのうち、1,056施設がタスク・シフ
ティングを行っていると回答し、これらの施設から述べ 2,306の事例が回答された。ただ、回答施設の分布
を見ると、急性期病院や大規模病院の割合が高いように見受けられた。このため、本研究では回答施設を以
下の 6種別に分類し、結果をまとめることとした。

　 1. DPC特定 DPC制度における大学病院本院群、DPC特定病院群の病院
　 2. DPC 「4. 療養」「5. 精神」に該当しない、DPC制度における DPC標準病院群の病院
　 3. 一般 「1. DPC特定」「2. DPC」に該当しない、許可病床数の 80%以上が一般病床の病院
　 4. Mix 「1. DPC特定」「2. DPC」「3. 一般」「4. 療養」「5. 精神」に該当しない病院
　 5. 療養 許可病床数の 80%以上が療養病床（介護療養病床も含む）の病院
　 6. 精神 許可病床数の 80%以上が精神病床の病院

図 1に回答施設の分布を示した。図 1の横方向は病院種別、縦方向は病床規模となっている。各セルに
は、３つの数値と１つの円グラフが記されており、セル内部の右下の数値が調査対象施設数、右上の数値が
回答施設数、左上の数値が回答施設の割合（パーセント値）を示している。円グラフは、その面積が（右上
のセルを除き）調査対象施設数に比例し、濃い部分の面積が回答施設数に比例している。
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図 1 調査対象施設数に対する回答施設の数（バルーン図）

右上隅のセルは、（区分を行わない）全施設の集計を示している。セル内部の右下の数値は調査対象施設

3



厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）
総括研究報告書

数の 8,252、右上の数値が回答施設数 1,989である。左上の数値は回答率（パーセント値）であり、結果は
24.1%であった。なお、このセルのみ、円グラフはセルに入るよう縮小した。
図 1の最上列は、（病床規模で区分していない）病院種別毎の集計を示す。回答率は、DPC特定は 60.5%、

DPC41.0% と、全体の回答率を大きく上回った。これに対し、DPC 病院でない病院種別では、回答率が
20%程度にとどまっていた。また、図 1では、上段ほど病床規模が大きくなっているが、同じ病院種別内
では病床規模が大きいほど、回答率が高かった。

小括　パイロット調査の回答施設は 1,989、回答率 24.1%であった。ただし、回答率は、DPC特定、DPC

の病院種別で高く、同種別の病院では病床規模が大きいほど高かった。

C.2 病院薬剤師へのタスク・シフティングの実施施設数、実施率

本調査では、タスク・シフティングの取り組みについて、最高 5事例までの回答を求めたが、まず、1事
例でも取り組みがあると回答した施設を集計した。結果を図 2に示した。
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図 2 病院薬剤師へのタスク・シフティングについて 1事例以上の取り組みがあると回答した施設の数（バルーン図）

右上隅のセルで示すように、回答があった 1989施設中、53.1%の 1056施設で 1事例以上のタスク・シ
フティングの取り組みが回答された。図 2の各セルの円グラフから分かるように、病院種別や病床規模に
より、事例回答施設の割合に大きな差があった。タスク・シフティングの取り組みが確認できた施設の割合
は、DPC特定では 88%と大半の施設、DPCでも 70%であるのに対し、一般、Mixでは半数弱、療養、精
神では 3割程度であった。また、同じ病院種別で比較すると、病床規模が大きいほど、事例回答施設の割合
が高くなる傾向があった。
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なお、回答率（回答施設 / 調査対象施設）の分布と、事例回答施設の割合の分布は、どちらも、DPC病
院や大規模病院で高く、療養・精神の病院種別や小規模施設で低いなど、類似していた。この原因として、
タスク・シフティングに取り組んでいる施設は、積極的に回答するが、取組んでいない施設は調査に回答し
ない、（非）回答バイアスが考えられる。このため、未回答施設におけるタスク・シフティングに取り組ん
でいる施設の割合は、回答施設での割合より低いと推定できる。

小括　薬剤師へのタスク・シフティングを実施している施設の割合は、病院種別に依存した。DPC特定で
は 88%、DPCは 70%でと高い割合であるが、一般、Mixでは 5割弱、療養、精神では 3割程度であった。
同じ病院種別内で比較すると、病床規模が大きいほど実施施設の割合が高かった。ただし（非）回答バイア
スが存在するため、全国の療養、精神でも 3割程度の施設でタスク・シフティングが行われているとは言え
ない（「3割程度」の推定値が過大評価である）。

C.3 病院薬剤師へのタスク・シフティングの施設毎の事例数

1事例以上のタスク・シフティングの取り組みがある 1056施設を対象に、その施設の回答事例数を集計
した。結果を図 3に示す。
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図 3 各施設におけるタスク・シフティングの事例数（モザイク図）
　図中の各四角形内の上段の文字列について、コロンの前の数値は事例数（2:ならば 2事例）、コロンの
後の数値は施設数を表す。詳細は本文を参照。

このモザイク図では、縦方向が病院種別、横軸が事例数となっている。図 2の最上段で見たように、事例
を回答した施設数は、DPC特定で 126、DPC、一般、Mix、療養、精神でそれぞれ 434、189、180、53、
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74であった。モザイク図の病院種別に対応する横帯の幅は、各病院種別の施設数に比例している。
モザイク図の各四角形には、例えば右上隅では上段に「1:26」、下段に「(21%)」のように数値が入ってい
る。上段の「:」の前の数字は回答事例数、後は施設数を表している。右上隅を例にとると、DPC特定で 1

事例と回答したのは 26施設で、DPC特定 126施設の 21%に当たることを示している。また、モザイク図
の四角形の面積は、対応する施設数に比例している。
DPC特定、DPCでは、1事例の施設よりも、複数事例に取り組む施設の方が多かった（DPC特定では

79%、DPCは 61%）。一方、一般、Mix、療養、精神では 1事例の施設の割合が 50%より大きく、2事例
までを合わせると 8割程度となった。
なお、1 事例～4 事例の施設の割合を見ると、例えば DPC であれば 39%、22%、16%、9% のように、
事例数が多くなると割合が漸減する傾向にある。しかし、4事例と 5事例では、いずれの病院種別において
も、5事例の方が割合が高い。パイロット調査では、回答可能な事例が最大 5であったが、実際には 5事例
より多くの取り組みがある病院も数 %程度存在し、これが 5事例の回答施設に加わっているためと考えら
れる。

小括　 1施設当たりのタスク・シフティングの事例数も、病院種別に依存した。DPC特定、DPCでは、1

事例の施設よりも、複数事例に取り組む施設の方が多かった（DPC特定では 79%、DPCは 61%）。一方、
一般、Mix、療養、精神では 1事例の施設の割合が 50%より大きく、2事例までを合わせると 8割程度で
あった。

C.4 病院薬剤師へのタスク・シフティングで業務移管する職種

病院薬剤師へのタスク・シフティングにおいて、どの職種の業務が移管されているかを集計した。それに
先立ち、タスク・シフティングの業務の対象患者が、入院と外来のどちらが多いのかを見た。結果を図 4に
示す。図 3までは該当施設を集計していたが、図 4は事例を集計している。前節で述べたように、DPC特
定、DPCの方が 1施設当たりの事例数が多いため、集計した事例 2306の半数以上が DPC特定と DPCの
取り組みとなっている。
図 4より、外来患者より入院患者を対象とした事例が多いが、その割合は、Mix、療養、精神で 80%程度
と高く、一般で 74%、DPC64%と、急性期病院では外来患者の受け入れも多いため、入院患者を対象とす
る事例の割合が減少すると考えられる。DPC特定では、入院患者の事例と外来患者の事例が同程度となっ
ていた。
入院患者を対象とした薬剤師へのタスク・シフティングにおいて、どの職種から移管されたかを図 5にま
とめた。医師から業務移管の事例が約半数、医師に加え医師以外の職種の業務も移管した事例が 20～30%

程度あった。一方、医師からの業務移管は無く看護職からのみの業務移管と回答した事例も、DPC特定以
外の病院種別では 2割程度見られた。
外来患者を対象とした薬剤師へのタスク・シフティングについても、同様の集計を行った。結果を図 6

に示す。ただし、療養、精神では外来患者対象の事例が少ないため（図 4の療養、精神の部分を参照）、療
養と精神を合わせて集計した。病院種別によらず、医師からの業務移管が約半数、医師に加え医師以外の職
種の業務も移管した事例は 40%程度と、医師が関与する事例が大半を占めた。看護職からのみの業務移管
と回答した事例は、5%程度であった。療養・精神では、医師の業務と関連しない事例が 15%程度あるが、
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DPC特定

DPC

一般

Mix

療養
精神

該当事例数:2306

n = 371
1:193
(52%)

2:177
(48%)

3:1
(0%)

n = 1020
1:648
(64%)

2:370
(36%)

3:2
(0%)

n = 348
1:257
(74%)

2:87
(25%)

3:4
(1%)

n = 343
1:275
(80%)

2:68
(20%)

n = 103
1:89

(86%)
2:14

(14%)
n = 121

1:92
(76%)

2:29
(24%)

1:入院患者,2:外来患者,3:未回答

図 4 タスク・シフティングの対象患者の入院／外来区分（モザイク図）

DPC特定

DPC

一般

Mix

療養
精神

該当事例数:1554

n = 193
1:118
(61%)

2:61
(32%)

3:13
(7%)

5:1
(1%)

n = 648
1:359
(55%)

2:161
(25%)

3:122
(19%)

4:2
(0%)

5:4
(1%)

n = 257
1:125
(49%)

2:64
(25%)

3:64
(25%)

4:4
(2%)

n = 275
1:132
(48%)

2:76
(28%)

3:61
(22%)

4:4
(1%)

5:2
(1%)

n =  89
1:44

(49%)
2:23

(26%)
3:20

(22%)
5:2

(2%)
n =  92

1:53
(58%)

2:17
(18%)

3:17
(18%)

4:4
(4%)

6:1
(1%)

1:医師のみ,2:医師と他職種,3:看護職のみ,4:医師・看護職以外の職種のみ,5:医師、看護職＋他の職種,6:未回答

図 5 入院患者対象のタスク・シフティングで、薬剤師へ業務移管する職種（モザイク図）
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外来患者対象

DPC特定

DPC

一般

Mix

療養・精神

該当事例数: 745

n = 177
1:101
(57%)

2:69
(39%)

3:7
(4%)

n = 370
1:203
(55%)

2:147
(40%)

3:19
(5%)

4:1
(0%)

n =  87
1:43

(49%)
2:35

(40%)
3:5

(6%)
4:3

(3%)
6:1

(1%)

n =  68
1:36

(53%)
2:27

(40%)
3:4

(6%)
4:1

(1%)

n =  43
1:25

(58%)
2:12

(28%)
3:2

(5%)
4:2

(5%)
5:1

(2%)
6:1

(2%)

1:医師のみ,2:医師と他職種,3:看護職のみ,4:医師・看護職以外の職種のみ,5:医師、看護職＋他の職種,6:未回答

図 6 外来患者対象のタスク・シフティングで、薬剤師へ業務移管する職種（モザイク図）

例えば看護職の業務のみ移管となっている事例数は 2である。療養と精神を合わせても、外来患者を対象
とする事例は全部で 43しかなく、1事例の変動が 2%以上の寄与を持つため、詳細な議論は困難である。

小括　薬剤師へのタスク・シフティングは、入院/外来、また病院種別に関わらず、医師からの業務移管が
全事例の約半数であった。看護師のみの業務移管の事例が、入院では 2割程度（ただし DPC特定は 1割未
満）、外来では 5%程度存在した。残りの事例の大半は、医師と他職種の複数職種からの業務移管であった。

C.5 病院薬剤師へのタスク・シフティングの業務内容

パイロット調査では、薬剤師へのタスク・シフティングに関連して薬剤師が行う業務の内容を、以下から
選択する設問とした。なお、該当が無いと回答者が判断した場合は「6:その他」を選択する。

調査票の選択肢 略記
1:処方提案、薬物治療管理 処方関連
2:調剤、医薬品の調製 薬剤調製
3:患者に対する情報提供、薬学的管理指導 患者指導
4:院内他職種への情報提供、相談応需 情報提供
5:他の医療提供施設間の情報収集、情報提供 連携
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入院患者対象

DPC特定

DPC

一般

Mix

療養
精神

該当事例数:1554

n = 193
1:91

(47%)
2:39

(20%)
3:14
(7%)

4:18
(9%)

5:5
(3%)

6:24
(12%)

7:2
(1%)

n = 648
1:368
(57%)

2:112
(17%)

3:41
(6%)

4:39
(6%)

5:15
(2%)

6:69
(11%)

7:4
(1%)

n = 257
1:118
(46%)

2:55
(21%)

3:35
(14%)

4:16
(6%)

5:5
(2%)

6:27
(11%)

7:1
(0%)

n = 275
1:130
(47%)

2:84
(31%)

3:17
(6%)

4:29
(11%)

5:4
(1%)

6:11
(4%)

n =  89
1:39

(44%)
2:27

(30%)
3:1

(1%)
4:11

(12%)
5:2

(2%)
6:9

(10%)
n =  92

1:29
(32%)

2:35
(38%)

3:10
(11%)

4:9
(10%)

5:1
(1%)

6:8
(9%)

1:処方提案、薬物治療管理,2:調剤、医薬品の調製,3:患者に対する情報提供、薬学的管理指導,
4:院内他職種への情報提供、相談応需,5:他の医療提供施設間の情報収集、情報提供,6:その他,7:未回答,

図 7 入院患者対象のタスク・シフティング事例の業務内容（モザイク図）

外来患者対象

DPC特定

DPC

一般

Mix

療養・精神

該当事例数: 745

n = 177
1:51

(29%)
2:13
(7%)

3:52
(29%)

4:26
(15%)

5:15
(8%)

6:20
(11%)

n = 370
1:116
(31%)

2:37
(10%)

3:92
(25%)

4:45
(12%)

5:43
(12%)

6:33
(9%)

7:4
(1%)

n =  87
1:28

(32%)
2:12

(14%)
3:20

(23%)
4:8

(9%)
5:12

(14%)
6:7

(8%)

n =  68
1:17

(25%)
2:15

(22%)
3:10

(15%)
4:8

(12%)
5:11

(16%)
6:7

(10%)

n =  43
1:13

(30%)
2:5

(12%)
3:7

(16%)
4:5

(12%)
5:7

(16%)
6:6

(14%)
1:処方提案、薬物治療管理,2:調剤、医薬品の調製,3:患者に対する情報提供、薬学的管理指導,

4:院内他職種への情報提供、相談応需,5:他の医療提供施設間の情報収集、情報提供,6:その他,7:未回答,

図 8 外来患者対象のタスク・シフティング事例の業務内容（モザイク図）
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入院/外来別に、病院種別で区分して、タスク・シフティング事例を業務内容別に集計した。
入院患者を対象とした業務では、図 7に示すように、処方関連と薬剤調製が中心で、どの病院種別でも、
この 2種の業務で全体の 7割を示す。療養、精神では、この 2種の業務の割合は同程度であるが、それ以
外の病院種別では処方関連の比率が高い。
一方、図 8に示した外来患者対象の業務内容は、入院患者対象の業務とやや様相が異なる。なお、療養、
精神では外来患者対象の事例が少ないため（図 4の療養、精神の部分を参照）、療養と精神を合わせて集計
した。処方関連と薬剤調製を合わせると、入院患者では先に述べたように 7割を占めるが、外来患者では、
特に薬剤調製が減少し、処方関連と合わせて 4割程度であった。代わりに、患者指導が、処方関連と同程度
の割合となっており、情報提供、連携の割合も増えていた。

小括　入院患者対象のタスク・シフティングの業務は、処方関連と薬剤調製を合わせると 7割程度であっ
た。ただ、処方関連と薬剤調製の割合は、DPC特定、DPC、一般、Mixでは 5:2、療養では 4:3、精神では
3:4程度となっていた。外来患者対象のタスク・シフティングの業務では、薬剤調製の比率が減少し、処方
関連と合わせた割合も 4割程度に減少した。一方、患者指導の割合が、処方関連に次ぐ割合を占めていた。

C.6 タスク・シフティングの事例単位での薬剤部門の業務時間

タスク・シフティング事例を病院種別・業務内容に区分して、その業務に費やす薬剤部門（薬剤師でない
者も含む）の時間の分布を調べた。結果を図 9 の箱ひげ図に示す。なお、業務内容が「6:その他」の回答
は、回答施設により業務内容が異なり比較できないため、集計対象外とした。
図 9から読み取れるように、業務時間の分布は非常に広かった。例えば DPC特定では、各業務で第１四
分位数と第３四分位数で 5～十数倍程度、最小値と最大値では業務内容により 1,000倍以上の違いがあるも
のもあった。
病院種別毎に、5種の業務の中央値を見ると、DPC特定で 10時間（600分）程度、DPCで 5時間、一般
とMixで 2時間、療養と精神で 1.5時間程度と言える。業務時間は、該当業務の件数と 1件当たりに要す
る業務時間の積と捉えることができる。病院種別が異なると、平均在院日数や外来患者数が大きく異なり、
業務時間はこれらを反映したものと考えられる。
タスク・シフティングの取り組みに薬剤師がどれくらい時間を費やしているかを見るために、タスク・シ
フティングに係る業務時間を、薬剤師数（非常勤薬剤師は常勤換算人数）で割り、1人当たりの業務時間を
求めた。また、薬剤師でないの者も含めた総業務時間に対する薬剤師の業務時間の割合より、タスク・シフ
ティングの業務において、薬剤師でないの者がどの程度寄与しているかを求めた。結果を図 10に示す。
図 10の左パネルに、1事例に費やす 1人・1週間当たりの時間をプロットした。1事例当たりの総業務
時間は、DPC特定や DPCの方が長かったが、薬剤師 1人当たりにするとこれら病院種別の方が業務時間
は短く、中央値で 1週間に 10分程度であった。他の病院種別は、これよりも業務時間は長いが、それでも
1週間に数十分程度と、タスク・シフティングの取り組み 1事例における薬剤師の業務時間は、それほど長
くない事例が多かった
図 10の右パネルには、薬剤師以外の者の業務時間を加えた総業務時間に対する薬剤師の業務時間の割合
を示した。多くの業務で、第 1四分位数でも薬剤師の業務割合が 100%であるため、箱ひげ図の「箱」が描
かれていない。すなわち、他職種から薬剤師へのタスク・シフティングの業務において、薬剤師でない者は
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ほぼ業務を行っていなかった。中央値が 100%で無いのは療養の連携業務であるが、4事例のみで偶然変動
の影響が大きく、この業務は薬剤師でない者も活用されているとすることは早急である。

精神:連携　　　　

精神:情報提供　　

精神:患者指導　　

精神:薬剤調製　　

精神:処方関連　　

療養:連携　　　　

療養:情報提供　　

療養:患者指導　　

療養:薬剤調製　　

療養:処方関連　　

Mix:連携 　　　　

Mix:情報提供 　　

Mix:患者指導 　　

Mix:薬剤調製 　　

Mix:処方関連 　　

一般:連携　　　　

一般:情報提供　　

一般:患者指導　　

一般:薬剤調製　　

一般:処方関連　　

DPC:連携　　　　

DPC:情報提供　　

DPC:患者指導　　

DPC:薬剤調製　　

DPC:処方関連　　

DPC特定:連携　　

DPC特定:情報提供

DPC特定:患者指導

DPC特定:薬剤調製

DPC特定:処方関連

0 2000 4000 6000
1週間当たりの業務時間 / 分

該当事例数:2072、(未回答:  26,  1.3%)

中央値 300.0
n = 142

中央値 600.0
n =  51

中央値 240.0
n =  65

中央値 500.0
n =  44

中央値 900.0
n =  20

中央値 180.0
n = 481

中央値 240.0
n = 146

中央値 300.0
n = 133

中央値 370.0
n =  84

中央値 155.0
n =  58

中央値 150.0
n = 146

中央値 125.0
n =  66

中央値 120.0
n =  54

中央値 90.0
n =  23

中央値 200.0
n =  17

中央値 120.0
n = 146

中央値 240.0
n =  98

中央値 180.0
n =  27

中央値 180.0
n =  34

中央値 90.0
n =  15

中央値 120.0
n =  45

中央値 120.0
n =  29

中央値 67.5
n =   2

中央値 120.0
n =  13

中央値 75.0
n =   4

中央値 120.0
n =  35

中央値 120.0
n =  37

中央値 60.0
n =  13

中央値 135.0
n =  12

中央値 50.0
n =   6

図 9 タスク・シフティングの取り組み 1事例に要する薬剤部門（薬剤師でない者も含む）の１週間の
業務時間（箱ひげ図）
事例を、実施された施設の病院種別と業務内容で分類し、業務時間を集計した。
この報告書の箱ひげ図について：箱は第 1四分位値と第 3四分位値の範囲（四分位範囲、IQR）を、箱の
中の太い縦棒は中央値を示す。中央値の値をひげの先端に記載した。また、外れ値が存在してもプロッ
トしていない。
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精神:連携　　　　

精神:情報提供　　

精神:患者指導　　

精神:薬剤調製　　

精神:処方関連　　

療養:連携　　　　

療養:情報提供　　

療養:患者指導　　

療養:薬剤調製　　

療養:処方関連　　

Mix:連携 　　　　

Mix:情報提供 　　

Mix:患者指導 　　

Mix:薬剤調製 　　

Mix:処方関連 　　

一般:連携　　　　

一般:情報提供　　

一般:患者指導　　

一般:薬剤調製　　

一般:処方関連　　

DPC:連携　　　　

DPC:情報提供　　

DPC:患者指導　　

DPC:薬剤調製　　

DPC:処方関連　　

DPC特定:連携　　

DPC特定:情報提供

DPC特定:患者指導

DPC特定:薬剤調製

DPC特定:処方関連

0 100 200 300 400
薬剤師1人・1週間当たりの業務時間 / 分

該当事例数:2072、(未回答:  33,  1.6%)

中央値 6.5
n = 141

中央値 14.9
n =  51

中央値 4.2
n =  65

中央値 11.1
n =  44

中央値 19.9
n =  20

中央値 12.6
n = 481

中央値 16.4
n = 146

中央値 11.8
n = 132

中央値 19.6
n =  84

中央値 9.9
n =  58

中央値 30.0
n = 145

中央値 32.1
n =  65

中央値 20.7
n =  54

中央値 24.0
n =  23

中央値 43.0
n =  16

中央値 31.6
n = 146

中央値 45.0
n =  97

中央値 35.5
n =  27

中央値 31.0
n =  34

中央値 21.2
n =  15

中央値 30.0
n =  45

中央値 54.5
n =  29

中央値 12.9
n =   2

中央値 60.0
n =  13

中央値 16.6
n =   4

中央値 30.0
n =  35

中央値 40.0
n =  37

中央値 10.3
n =  12

中央値 38.8
n =  12

中央値 14.0
n =   6

20 40 60 80 100 120
薬剤師の業務時間の割合（%）

該当事例数:2072、(未回答:  33,  1.6%)

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 83.3

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

中央値 100.0

図 10 タスク・シフティングに係る薬剤師の 1事例当たりの業務時間
左パネル：薬剤師 1名・1週あたりの業務時間（箱ひげ図）、右パネル：薬剤師でない者の業務時間を加
えた総業務時間に対する薬剤師の業務時間の割合（箱ひげ図）。
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小括　タスク・シフティング 1事例当たりの薬剤師の 1週間の業務時間は、第１四分位数と第３四分位数
で 10倍程度、最小値と最大値では 1,000倍もの違いが見られ、取り組みにより大きな違いかあった。中央
値を見ると、DPC特定で 10時間程度、DPCで 5時間、一般とMixで 2時間、療養と精神で 1.5時間程
度であった。薬剤師 1人当たり業務時間の中央値は、DPC特定、DPCで 10分程度、他の病院種別でも数
十分程度であった。また、薬剤師でない者をタスク・シフティングの業務に活用した事例は多くなかった。

C.7 タスク・シフティングに係る施設単位での薬剤部門の業務時間

前節では事例毎の業務時間を見たが、「C.3 病院薬剤師へのタスク・シフティングの施設毎の事例数」で
見たように、複数のタスク・シフティングに取り組んでいる施設も多い。複数事例を報告した施設はその業
務時間を足し合わせ、施設単位で集計を行った。C.3で述べたように、DPC特定、DPC以外では複数事例
を報告した施設は少ない。このため、DPC特定、DPCでは、1事例、2事例、3事例、4事例以上（図中で
は 4以上）に、それ以外の病院種別では 1事例、2事例、3事例以上（図中では 3以上）と事例数を区分し
た。結果を図 11に示す。

精神:3以上

精神:2事例

精神:1事例

療養:3以上

療養:2事例

療養:1事例

Mix:3以上

Mix:2事例

Mix:1事例

一般:3以上

一般:2事例

一般:1事例

DPC:4以上

DPC:3事例

DPC:2事例

DPC:1事例

DPC特定:4以上

DPC特定:3事例

DPC特定:2事例

DPC特定:1事例

0 5000 10000 15000 20000 25000 30000
薬剤部門の総業務時間 / 分

該当施設数:1056、(未回答:  19,  1.8%)

中央値 151.0
n =  24

中央値 1041.0
n =  31

中央値 2916.0
n =  20

中央値 3721.0
n =  49

中央値 181.0
n = 166

中央値 591.0
n =  96

中央値 931.0
n =  69

中央値 1921.0
n =  97

中央値 151.0
n =  95

中央値 478.5
n =  52

中央値 541.0
n =  37

中央値 181.0
n = 104

中央値 446.0
n =  34

中央値 946.0
n =  40

中央値 121.0
n =  30

中央値 271.0
n =   8

中央値 491.0
n =  15

中央値 91.0
n =  45

中央値 301.0
n =  15

中央値 691.0
n =  10

図 11 タスク・シフティングの取り組み要する薬剤部門（薬剤師でない者も含む）の１週間の業務時間（箱ひげ図）
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どの病院種別においても、事例数が多いほど業務時間の中央値、第 1四分位数（DPC特定の 3事例と 4

事例以上を除くと第 3 四分位数も）が増加した。また、1 事例と 2 事例の中央値を比較すると、2 事例の
施設の業務時間は、1 事例の施設の業務時間の 2 倍より長い傾向が認められた。DPC 特定では 151 分と
1041分であり、特に顕著であった。

精神:3以上

精神:2事例

精神:1事例

療養:3以上

療養:2事例

療養:1事例

Mix:3以上

Mix:2事例

Mix:1事例

一般:3以上

一般:2事例

一般:1事例

DPC:4以上

DPC:3事例

DPC:2事例

DPC:1事例

DPC特定:4以上

DPC特定:3事例

DPC特定:2事例

DPC特定:1事例

0 200 400 600 800 1000 1200 1400
薬剤師1人・1週間当たりの業務時間 / 分

該当施設数:1056、(未回答:  19,  1.8%)

中央値 4.2
n =  24

中央値 25.8
n =  31

中央値 62.7
n =  20

中央値 74.7
n =  49

中央値 14.8
n = 166

中央値 39.0
n =  96

中央値 52.8
n =  69

中央値 106.4
n =  97

中央値 31.0
n =  95

中央値 99.3
n =  52

中央値 116.5
n =  37

中央値 30.5
n = 104

中央値 95.5
n =  34

中央値 264.9
n =  40

中央値 47.5
n =  30

中央値 96.1
n =   8

中央値 213.5
n =  15

中央値 30.2
n =  45

中央値 56.5
n =  15

中央値 113.7
n =  10

0 50 100 150 200 250 300 350
薬剤師1人・1週間・1事例当たりの業務時間 / 分

該当施設数:1056、(未回答:  19,  1.8%)

中央値 4.2

中央値 12.9

中央値 20.9

中央値 17.0

中央値 14.8

中央値 19.5

中央値 17.6

中央値 23.4

中央値 31.0

中央値 49.7

中央値 32.2

中央値 30.5

中央値 47.8

中央値 74.3

中央値 47.5

中央値 48.1

中央値 45.7

中央値 30.2

中央値 28.2

中央値 35.9

図 12 タスク・シフティングに係る薬剤師の業務時間
左パネル：薬剤師 1名・1週あたりの業務時間（箱ひげ図）、右パネル：左パネルの業務時間事例数で除
した値（箱ひげ図）。

薬剤師のタスク・シフティングの取り組みへの程度を見るために、前節と同様に、タスク・シフティング
に係る 1人当たりの業務時間を求めた。結果を図 12の左パネルに示す。
薬剤師 1名当たりの業務時間は、施設の取り組み事例数が多くなると、当然長くなる。しかし、DPC特
定の 1事例の施設では、中央値で 4分と短く、2事例、3事例では 26分、62分と取り組み事例数と業務時
間が比例関係にあるようには見えない。
これを確認するため、図 12の右パネルに、左パネルで示した薬剤師 1名当たりの業務時間を事例数で割
り、薬剤師 1名・1事例当たり業務時間を求めた。DPC特定では、事例数が多くなるにつれ、1事例当たり
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業務時間が十数分程度まで長くなった。Mixでも、事例数が多いほど 1事例当たり業務時間が長くなる傾
向が認められた。他の病院種別では、1事例当たり業務時間の中央値は、事例数に依らずほぼ同じであり、
DPCは 20分程度、一般と精神で 30分程度、療養 45分程度であった。これらの病院種別では、薬剤師の
業務時間は事例数に比例していると言える。

小括　タスク・シフティングの取り組みの施設当たりの薬剤部門の業務時間（薬剤師でない者も含む）は、
タスク・シフティングの取り組み事例数が多いほど長くなった。薬剤師の業務時間を見ると、DPC、一般、
療養、精神では、事例数と比例して業務時間が延長する。1事例当たりの薬剤師の 1週間の業務時間の中央
値は、DPCは 20分程度、一般と精神で 30分程度、療養 45分程度であった。一方、DPC特定では、1事
例当たりの中央値が 1事例の施設では 5分程度であったものが、3事例以上実施する施設では 20分程度、
Mixでは 1事例の施設で 30分程度から 3事例以上の施設で 75分と、事例数が大きいほど長かった。

C.8 タスク・シフティングに係る医師を含む他職種の業務時間の変化と効率性

前節で見たように、病院薬剤師へのタスク・シフティングの取り組みにより、薬剤部門の業務時間は増加
する。これに伴い、業務移管した他職種の業務時間は減少することが期待される。タスク・シフティングの
取り組みによる薬剤部門の業務時間の増加と、他職種の業務の減少時間を比べた時、両者が同じであれば、
他職種の業務時間がそのまま薬剤師に移っただけであり、業務時間の観点からは効率化されたと言えない。
そして、タスク・シフティングによる他職種業務の減少時間の方が大きければ、業務は効率化し、他職種業
務の減少時間が小さければ、効率は悪化したと言える。今回収集できた 2,306事例のうち、391事例は他職
種の業務の減少時間をおおよそ把握していた。これらの事例を用いてタスク・シフティングの効率性を検討
した。
図 13に、横軸に薬剤部門の業務時間、縦軸に他職種の業務の減少時間をプロットした分散図を示す。図

9で見たように、業務時間は広く分布するため、図 13は両対数プロットとした。また、傾き 1の直線も描
いたが、この線上にあるプロットは、薬剤部門の業務時間増と他職種の業務時間減が同じで業務時間の和に
変化はなく、左上側は業務時間の和が減少、右下側は増加した事例のプロットとなる。図 13を見ると、薬
剤部門の業務時間と他職種業務の短縮時間は強く相関しており、おおよそ傾き 1の直線に沿って分布して
いた。多くの事例では、業務時間の和の変化は少なかった。
なお、プロットした 391事例のうち、212事例は医師のみからの業務移管、101事例は看護職のみからの
業務移管、1事例はMSWのみからの業務移管であり、残りは医師を含む複数職種からの業務移管である。
すなわち 391事例の 7割以上が医師が関与している事例であった。
薬剤部門の業務時間を 1としたとき、他職種の業務の短縮時間が 1.05以上場合に業務時間の和は減少、

0.95以下は増加、それ以外の場合は変わらないと分類して、タスク・シフティングの実施施設の病院種別
と業務内容別に集計した。結果を図 14に示す。事例が少ないため、病院種別は DPC（DPC特定と DPC）
と DPC以外（一般、Mix、療養、精神）に、業務内容は処方関連と他の業務に集約した。業務時間の和が
減少、すなわちタスク・シフティングにより業務時間の効率化が見られた事例の割合は、25%～39%であっ
た。DPC以外の病院種別方が、効率化した事例の割合が高いように見受けられる。逆に、業務時間が増加
した事例もあった。DPCでは、業務時間が減少した事例数と増加した事例数はほぼ拮抗していた。なお、
業務内容未回答の事例が 3施設あるため、図 14の事例数の合計 388は、他職種の業務短縮時間を把握して
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図 13 タスク・シフティングに係る薬剤部門の業務時間と他職種の業務の減少時間（分散図）

他職種の業務の減少時間をおおよそ把握している施設

DPC:処方関連

DPC:他の業務

DPC以外:処方関連

DPC以外:他の業務

該当事例数: 388

n = 108
1:31

(29%)
2:29

(27%)
3:48

(44%)

n = 127
1:32

(25%)
2:34

(27%)
3:61

(48%)

n =  54
1:21

(39%)
2:15

(28%)
3:18

(33%)

n =  99
1:34

(34%)
2:23

(23%)
3:42

(42%)

1:業務時間の和は減少,2:増加,3:変わらない

図 14 病院種別と業務内容で区分したタスク・シフティングの取り組みについての、薬剤部門と他職種
の業務時間の変化（モザイク図）。他職種の業務時間の変化（短縮）の回答があった施設を集計した。
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他職種の業務時間変化を把握していない施設を含む

DPC特定:処方関連

DPC特定:薬剤調製

DPC特定:他の業務

DPC:処方関連

DPC:薬剤調製

DPC:患者指導

DPC:他の業務

一般:処方関連

一般:薬剤調製

一般:他の業務

Mix:処方関連

Mix:薬剤調製

Mix:他の業務

療養:処方関連
療養:他の業務

精神:処方調製
精神:他の業務

該当事例数:2289

n = 143
1:66

(46%)
2:25

(17%)
3:52

(36%)

n =  52
1:20

(38%)
2:7

(13%)
3:25

(48%)

n = 173
1:46

(27%)
2:47

(27%)
3:80

(46%)

n = 484
1:203
(42%)

2:81
(17%)

3:200
(41%)

n = 147
1:59

(40%)
2:21

(14%)
3:67

(46%)

n = 132
1:42

(32%)
2:25

(19%)
3:65

(49%)

n = 245
1:103
(42%)

2:42
(17%)

3:100
(41%)

n = 146
1:59

(40%)
2:30

(21%)
3:57

(39%)

n =  67
1:21

(31%)
2:14

(21%)
3:32

(48%)

n = 129
1:44

(34%)
2:35

(27%)
3:50

(39%)

n = 147
1:78

(53%)
2:24

(16%)
3:45

(31%)

n =  98
1:40

(41%)
2:15

(15%)
3:43

(44%)

n =  97
1:31

(32%)
2:8

(8%)
3:58

(60%)

n =  45
1:17

(38%)
2:5

(11%)
3:23

(51%)
n =  57

1:21
(37%)

2:7
(12%)

3:29
(51%)

n =  73
1:31

(42%)
2:9

(12%)
3:33

(45%)

n =  44
1:15

(34%)
2:9

(20%)
3:20

(45%)
n =  10

1:3
(30%)

3:7
(70%)

1:総時間は減少した,2:総時間は増加した,3:どちらともいえない

図 15 病院種別と業務内容で区分したタスク・シフティングの取り組みについての、薬剤部門と他職種
の業務時間の変化（モザイク図）。他職種の業務時間の変化（短縮）を把握していない事例についても、
推定による回答を求めた。
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いる 391施設より少なくなっている。
しかし、回答された 2,306事例の大半で、他職種の業務時間の変化が把握されていなかった。パイロット
調査では、このような事例に対し、取り組みの効率性として、「取り組みによる他職種の業務時間の変化 (減
少)と薬剤部門の業務時間の変化 (増加)を足し合わせた総時間」の推定値を、「1:総時間は減少した，2:総
時間は増加した，3:どちらともいえない」からの選択で回答を求めた。その集計結果を図 15に示す。なお、
病院種別と業務内容の組み合わせにより事例を区分したが、区分によっては事例数が少ない場合がある。区
分の事例数が 40（施設が 2.5%の寄与）未満となる場合は、事例数が少ない区分を「他の業務」に集約し
た。なお、療養では「処方関連」と「他の業務」、精神では「処方関連と薬剤調製」と「他の業務」の 2つの
区分とした。
総時間が減少、すなわちタスク・シフティングにより業務が効率化したと回答した事例の割合は、Mixの
処方関連のように 5割程度のものもあるが、大半の業務では 2～4割程度であった。業務別に見ると、処方
関連では効率化される事例の割合が高い傾向が見られた。これらの傾向は、他職種の業務時間の変化を把握
している事例の結果（図 14）と同じであり、業務時間の変化が推定による回答であっても、効率化した施
設割合については、ある程度の信頼性を持っていると考えられる。
一方、総時間が増加したと回答した事例の割合は 1割から 3割程度であった。図 14の時間変化を把握し
ている施設と比べ、1割程度少なめとなっていた。他職種の業務時間の変化を推定する場合、薬剤師が把握
していない他職種の業務があり、この分だけ他職種の業務時間を短めに推定している可能性が考えられる。

小括　タスク・シフティングにより、他職種の業務時間（短縮が期待される）と薬剤師の業務時間（取組前
より増加する）の和が減少し、業務の効率化が起こることが望ましい。しかし、業務が効率化される取り組
みは、全体の 4割弱と考えられた。処方関連の業務は、他の業務より効率化される取り組みの割合が高い
傾向にあった。なお、タスク・シフティングにより、業務時間が増加する事例も全体の 3割程度は存在する
と考えられた。

C.9 タスク・シフティングの取り組み状況と施設の薬剤師数の関連について

病院薬剤師へのタスク・シフティングは、薬剤師数が多い施設ほどスムーズに実施できると考えられる。
「C.7 タスク・シフティングに係る施設単位での薬剤部門の業務時間」で見たように、実施する事例数は、
タスク・シフティングの取り組みの度合いと直接関係する値であるとともに、タスク・シフティングに係る
薬剤師の業務時間にも影響を与える。このため、回答施設を、病院種別とタスク・シフティングの事例数で
区分し、各区分の薬剤師数、薬剤師でないものを加えた薬剤部門の人数（非常勤は常勤換算値を用いる）、
および稼働病床 100床当たりの人数を求めた。参考として病床数を図 16に、人数と 100床当たりの人数を
図 17、18に示す。
これらの図より、同じ病院種別の中では、事例数の多い施設の方が、病床数、薬剤師数、薬剤部門の人数
共に多くなる傾向にあることが分かる。
一方、図 18の稼働病床 100床当たりの人数と、タスク・シフティングの事例の数には明瞭な関係は見い
だせなかった。左パネルの 100床当たりの薬剤師数について述べる。DPC特定では、0事例の場合、中央
値 7.2人である。事例数が増えても、中央値に変化は見られない。また、0事例の四分位範囲（IQR）内
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精神:2以上

精神:1事例
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療養:2以上

療養:1事例
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0 500 1000 1500
許可病床数
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図 16 病院種別とタスク・シフティングの事例数で区分した施設の（左パネル）許可病床数、（右パネ
ル）稼働病床数（箱ひげ図）

に、1事例～4事例以上の四分位範囲が含まれており、四分位値で見ても、実施事例数が増えると、100床
当たりの薬剤師数が増えるとは言い難い。ただ、病院種別が DPCの場合、0事例、1事例、2事例で中央
値、IQRとも同様であるが、3事例、4事例以上では漸増し、0事例と 4事例の施設を比較すると、100床
当たりの薬剤師数に 1割程度の違いがあった。一般では、0事例、1事例、2事例以上で、中央値が 3.4人、
3.9人、4.3人と 1割程度ずつ増加していた。
Mix、療養、精神では、（100床当たりではなく）薬剤師数で、中央値は 2～4人であり、10名を超える施
設はあまり多くない（図 17左パネル）。仮に薬剤師数 3名の施設とすると、1名の人数の変化で 3割の違
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精神:2以上
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中央値 5.0
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中央値 3.0
n = 184
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中央値 4.4
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図 17 病院種別とタスク・シフティングの事例数で区分した（左パネル）薬剤師数、（右パネル）薬剤師
でない者も含む薬剤部門の人数（箱ひげ図）

いとなる。図 18左パネルのように、Mix、療養における 100床当たりの薬剤師数の変化は 1割強の変動で
あった。精神では、0事例、1事例の施設と、2事例の施設を比べると、中央値で 3割、薬剤師 1名程度の
違いがあった。
以上、タスク・シフティングの取り組み事例数と 100床当たりの薬剤師数の関係について述べたが、薬
剤師でない者も含めた薬剤部門の 100床当たりの人数も、薬剤師数と同様の傾向であった。

小括　同じ病院種別の中では、タスク・シフティングの事例数の多い施設の方が、病床数、薬剤師数、薬剤
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図 18 病院種別とタスク・シフティングの事例数で区分した（左パネル）薬剤師数、（右パネル）薬剤師
でない者も含む薬剤部門の稼働病床 100床当たりの人数（箱ひげ図）

部門の人数共に多くなる傾向にあった。一方、DPCで 3事例以上の施設、一般（1事例から）、精神の 2事
例以上の施設では、タスク・シフティングの取り組みが無い施設よりも、100床当たりの薬剤師数が多かっ
た。一方、多くの施設が複数の取り組みを行っている DPC 特定では、タスク・シフティングの事例数と
100床当たりの薬剤師数に関連が無かった。
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D 考察
1,989の回答施設のうち、1,056施設から述べ 2,306の、他職種から病院薬剤師へのタスク・シフティン
グの事例が収集できた。
タスク・シフティングに取り組む施設は、DPC特定で 9割、DPC7割、一般、Mixで 5割弱、療養、精
神は 3割程度であった。同種別の病院では病床規模が大きいほど実施施設の割合が高かった。
一般、Mix、療養、精神に比べて、DPC特定、DPCは、新規入院患者数が多く、また、図 18のように

100床当たりの薬剤師数も多い。新規入院患者数とそれに伴う業務が多くあり、薬剤部門の体制が整ってい
ることが、DPC特定や DPCの多くの施設でタスク・シフティングが実施されている一因と考えられる。
タスク・シフティングにより業務移管する職種は、医師のみが全事例の約半数、看護師のみが入院で 2割
程度、外来では 5%程度、残りは複数の職種であった。タスク・シフティングの取り組みにおける薬剤師の
業務内容は、処方提案・薬物治療管理（処方関連）と調剤、医薬品の調製（薬剤調製）を合わせると、入院
では 7割、外来では 4割であった。入院の 7割を占める処方関連と薬剤調製の割合は、DPC特定、DPC、
一般、Mixでは 5:2、療養では 4:3、精神では 3:4程度となっていた。外来では薬剤調製の比率が減少し、患
者に対する情報提供、薬学的管理指導の割合が、処方関連に次ぐ割合であり、情報提供、連携の割合も増え
ていた。
プロトコルに基づいた薬学的治療管理や、持参薬確認に伴う服薬計画と患者への薬学的管理等は、平成

22年の医政局長通知「医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について」（医政発 0430第 1号）
で、薬剤師を積極的に活用することが可能な業務として明示され、入院患者におけるタスク・シフティング
の中心的な業務となっている。また、従来、医師や看護師が行っていた注射薬の調製を、薬剤師が無菌調製
することも進んでいる。入院患者対象の業務では、これらを反映し、処方関連と薬剤調製が中心となってい
ると考えられる。
一方、外来患者に対しては、調剤と投薬時の情報提供・指導が中心であったものが、外来化学療法や、い
わゆる薬剤師外来で、処方設計支援や薬学的管理指導を行う場面が増えてきた。また、外来診療でのプロト
コルの活用事例として、院外処方箋の問合せ簡素化プロトコルが行われるようになり、他の医療機関や他職
種への情報交換業務の比率が入院より高くなったと考えられる。
タスク・シフティング 1 事例当たりの 1 週間の業務時間は、第 1 四分位数と第３四分位数の比で 10 倍
程度、最小値と最大値では 1,000倍もの違いが見られ、取り組みにより大きな違いかあった。中央値では、
DPC特定で 10時間程度、DPCで 5時間、一般とMixで 2時間、療養と精神で 1.5時間程度であった。ま
た、薬剤師でない者をタスク・シフティングの業務に活用した事例は多くなかった。
タスク・シフティングにより、業務の効率化が起こることが望ましいが、このような取り組みは全事例の

4割弱、逆に業務時間が増加する事例も全体の 3割程度は存在すると考えられた。全体で見ると、タスク・
シフティングの取り組みによる、他職種の業務時間の減少と、薬剤部門の業務時間の増加は、同程度となっ
ていると考えられる。
勤務医が年間 960時間の時間外労働を行うとすると、1週間の平均労働時間は 3,500分となる。タスク・
シフティングの取り組みを回答した 1,056施設中、薬剤部門の業務時間が週 3,500分を超える施設は 114で
あった。これらの施設では、勤務医 1名分程度以上のタスク・シフティングが行われていると考えられる。
同じ病院種別の中では、病床数、薬剤師数、薬剤部門の人数が多い方が、タスク・シフティングの取り組
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み事例数が多くなる傾向にあった。DPCで 3事例以上実施する施設、一般の 1事例以上、精神の 2事例以
上の施設では、タスク・シフティングの取り組みが無い施設よりも、100床当たりの薬剤師数が多かった。
一方、多くの施設が複数の取り組みを行っている DPC特定では、タスク・シフティングの事例数が増えて
も、100床当たりの薬剤師数に変化はなく、薬剤部門の業務時間が週 3,500分を超える 45施設とそれ以外
の施設の比較でも、100床当たりの薬剤師数に違いはなかった。
病院種別間における、タスク・シフティングの取り組みが行われている施設の割合の違いは、100床当た
りの薬剤師数で説明できたが、同じ病院種別内でのタスク・シフティングの取り組みの度合いは、薬剤師の
配置では説明できない部分がある。日本病院薬剤師会の「病院薬剤部門の現状調査」と同時期に実施する、
令和 3年度の調査において、タスク・シフティングの取り組みと関連する病院の特性を見出したいと考え
ている。

E 結論
研究目的で「病院薬剤師へのタスク・シフティングは、薬剤師が確保されている一部の施設で行われてい
るに過ぎないと考えられる。」と記した。しかし、1,989の回答施設のうち、1,056施設から述べ 2,306の、
他職種から病院薬剤師へのタスク・シフティングの事例が収集できた。病院薬剤師へのタスク・シフティン
グは、かなり多くの施設で実施されていた。
しかし、その業務量は、中央値で見る限り、DPC特定で 10時間程度、DPCで 5時間、一般とMixで 2

時間、療養と精神で 1.5時間程と決して多くない。勤務医 1名程度の負担軽減となるタスク・シフティング
の取り組みが行われていると考えられる施設は 114と推定された。医師の負担軽減にある程度結びつくよ
うなタスク・シフティングは、やはり一部の施設で行われているに過ぎないと考えられる。
ただ、タスク・シフティングの取り組み状況と、薬剤師の配置（100床当たりの薬剤師数）には、明確な
関係が見られなかった。薬剤師が十分確保されている施設が、必ずしも実効的なタスク・シフティングが実
施されているわけではない。薬剤師の配置以外の、タスク・シフティングの推進に係る施設特性を、令和 3

年度に実施する調査で明らかにしたい。

F 健康危険情報
なし

G 研究発表
1. 論文発表
なし

2. 学会発表
なし
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入）

23



厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）
総括研究報告書

H 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）
1. 特許取得
なし

2. 実用新案登録
なし

3.その他
なし
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令和 2年度厚生労働科学研究 

(地域医療基盤開発推進研究事業) 

「病院薬剤師へのタスク・シフティングの 

実態と効果、推進方策に関する研究」 

パイロット調査 

貴施設名(    ) 

薬剤部科局長所属( ) 

薬剤部科局長氏名(  ) 

記入者所属・肩書( ) 

記入者氏名( ) 

記入者連絡先電話番号( ) 

記入者連絡先FAX番号(     ) 

連絡先メールアドレス(           ) 

 

・令和 2 年度厚生労働科学研究(地域医療基盤開発推進研究事業)「病院薬剤師へのタスク・シフティン

グの実態と効果、推進方策に関する研究」にご協力をいただきありがとうございます。 

・本研究は、病院薬剤師へのタスク・シフティングの実態調査を通して、タスク・シフティングに必要

な薬剤師の配置・業務と、タスク・シフティングの効果を明らかにし、病院薬剤師へのタスク・シ

フティングを推進する方策に繋げることを目的としています。 

・しかし、病院薬剤師のタスク・シフティングに関する報告・研究は限定的であるため、効果的な調査

票の設計が困難です。今回実施する調査は、タスク・シフティングの業務形態と業務量を広く収集

し、この結果を次年度の実態調査の調査票の設計に利活用することが目的です。 

・「I. 貴施設の概要について」は、令和2年度厚生労働行政推進調査事業費補助金タスク・シフティン

グ推進事業「タスクシフティング・シェアリングの取り組みに関する調査」と合同で行います。 

・ご回答いただいた内容は令和2年6月に日本病院薬剤師会が実施した病院薬剤部門の現状調査の結果と

合わせて集計、活用させていただきますので、予めご了承ください。 

◎調査票の記入に関する注意 

・数値に関する設問には１つの数値のみを記入してください。数値が「0」の場合も「0」と記入してく

ださい。「約5」、「10程度」等の回答は単に「5」、「10」と扱います。「5～8」等の複数の数値が

記された回答は未回答とみなします。 

◎調査の回答方法等について 

・回答方法には、①インターネットによる方法と②郵送による方法の２つの方法があります。 

 集計をスムーズに行うためにできるだけインターネットでご回答ください。 

① インターネットによる方法：本会のWebサイト上の「(※現在準備中)」をクリックし、上部に記載

されているIDとPWを入力しログインすることで回答できます。集計の都合上、令和３年１月８日

(金)までにご入力ください。 

② 郵送による方法：調査票に記入し、同封の返信用封筒を用いて、令和３年１月８日(金)までにご

郵送をお願いいたします。 

郵送先 〒225-8711 日本郵便株式会社 青葉郵便局私書箱3号 日本病院薬剤師会調査事務局 

◎この調査に関するお問い合わせ先： 

 日本病院薬剤師会調査事務局   電話番号:0120-356-728， メールアドレス:jshp@jmb.co.jp 

 日本病院薬剤師会事務局総務課 電話番号:(03)3406-0485，メールアドレス:somu@jshp.or.jp 

  

施設名：<<施設名>> 

ID：<<ID>> 

PW：<<PW>> 

※オンライン入力フォームで回答する場合 

上記 ID、パスワードが必要です。 
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Ⅰ．貴施設の概要 

（推進事業の調査票を使用） 

Ⅱ．医療従事者の勤務環境の改善、タスク・シフティングの体制・制度 
◎この調査における「タスク・シフティング」の定義 
・「医療従事者の合意形成の下で行われる、医療従事者(資格者)から、他の医療従事者や資格者以外の者

への業務移管」と定義します。 

・医療従事者間での業務の共同化 (いわゆるタスク・シェアリング) やチーム医療においても、顕在化し

ない業務の移管が起こり、業務負担が軽減される職種が存在する場合も、本調査ではタスク・シフティ

ングとして取り扱います。 

2-1. 医療従事者の負担軽減、勤務環境の改善、タスク・シフティングの実施 

病院としての医療従事者の勤務環境の改善、タスク・シ

フティングの取り組みの有無：どちらかの○の１つにチ

ェックをつけてください。 

〇1:取り組んでいる， 

〇2:取り組んでいない (→「Ⅲ．薬剤部門の

人員配置と業務」へ)． 

2-2. 病院における医療従事者の負担軽減、勤務環境の改善のための体制・制度 

(1) 医療従事者の負担軽減、勤務環境の改善のための、貴院の体制・制度について、該当するもの全てに

チェックをつけてください。 

□1:多職種からなる役割分担推進のための委員会又は会議を開催している， 

□2:病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画を策定している， 

□3:特定行為研修を修了した看護師が、手順書に従い一定の診療の補助を行っている， 

□4:医師事務作業補助者を配置している， 

□5:病院情報システムが導入され、ペーパーレス化が進んでいる， 

□6:勤務シフトの工夫、休暇取得の促進をしている， 

□7:医療スタッフのキャリア形成の支援をしている， 

□8:仕事と子育て・介護等の両立支援をしている， 

□9:ハラスメントへの組織的対応をしている， 

□10:その他(具体的に                                   )．

 

Ⅲ．薬剤部門の人員配置・充足状況と業務 

3-1. 薬剤部門在籍者の採用者・退職者数 

(1)採用者数：各年度（2020 年は 9 月 30 日まで）の新規採用者の人数を記入ください。 

 2018 年度 2019 年度 2020/4/1～2020/9/30 

薬剤師・常勤 人 人 人

薬剤師・非常勤 人 人 人

薬剤師以外の者・常勤 人 人 人

薬剤師以外の者・非常勤 人 人 人

(2)退職者数：各年度（2020 年は 9 月 30 日まで）の退職者の人数を記入ください。 

 2018 年度 2019 年度 2020/4/1～2020/9/30 

薬剤師・常勤 人 人 人

薬剤師・非常勤 人 人 人

薬剤師でない者・常勤 人 人 人

薬剤師でない者・非常勤 人 人 人

 ＊「非常勤」とは、雇用形態（有期・無期雇用等）に関わらず、貴施設が定める通常の労働者の所定労働時間より

短い職員をいう。産前産後休業、育児休業、介護休業等を取得し、所定労働時間が短い職員は「非常勤」とする。 

 

 

 

3-2. 薬剤師の年齢構成・在職期間 

(1)薬剤師の年齢構成：令和 2 年 10 月 1 日現在に在職する薬剤師について、その年齢に当てはまる人数を

記入ください。 

 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代以上 

薬剤師・常勤 人 人 人 人 人

薬剤師・非常勤 人 人 人 人 人
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(2)薬剤師の在職期間：令和 2 年 10 月 1 日現在に在職する薬剤師について、貴施設での在職期間を記入く

ださい。 

 1 年未満 1 年以上 

 3 年未満

3 年以上 

 5 年未満

5 年以上 

10 年未満

10 年以上 

20 年未満 

20 年以上 

30 年未満 

30 年以上

薬剤師・常勤 人 人 人 人 人 人 人

薬剤師・非常勤 人 人 人 人 人 人 人

 

3-3. 薬剤師の充足状況 

(1) 薬剤部門の定数：各年度 10 月 1 日現在の定数を記入ください。定数が無い施設では、その時点で採

用可能な最大人数またはその時点より過去に在籍した最大人数の大きい方を記入ください。 

 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

薬剤師・常勤・無期雇用 人 人 人

薬剤師・常勤・有期雇用 人 人 人

薬剤師・非常勤・無期雇用 人 人 人

薬剤師・非常勤・有期雇用 人 人 人

薬剤師でない者・常勤・無期雇用 人 人 人

薬剤師でない者・常勤・有期雇用 人 人 人

薬剤師でない者・非常勤・無期雇用 人 人 人

薬剤師でない者・非常勤・有期雇用 人 人 人

(2) 欠員数：各年度 10 月 1 日現在の欠員数（定数から在籍者数を引いた数）を記入ください。 

 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

薬剤師・常勤・無期雇用 人 人 人

薬剤師・常勤・有期雇用 人 人 人

薬剤師・非常勤・無期雇用 人 人 人

薬剤師・非常勤・有期雇用 人 人 人

薬剤師でない者・常勤・無期雇用 人 人 人

薬剤師でない者・常勤・有期雇用 人 人 人

薬剤師でない者・非常勤・無期雇用 人 人 人

薬剤師でない者・非常勤・有期雇用 人 人 人

(3) 薬剤師の充足度：令和 2 年 10 月 1 日現在で、薬剤部門の薬剤師の充足度について最も該当する○の

１つにチェックをつけてください。 

〇1:新たに医師等の負担軽減に係る業務に取り組んでも、早急な増員は必要ない程度の十分な充足， 

〇2:多くの看護単位で病棟薬剤業務が実施できる程度の充足（さらに医師等の負担軽減に取り組むに

は、薬剤師の増員が必要）， 

〇3:調剤業務が主体だが、いくつかの病棟で対人業務を実施できる程度の充足， 

〇4:調剤業務が大半を占め、調剤や薬剤部門の管理運営以外の業務の実施は困難な程度の充足. 

(4) 薬剤師の採用計画について、最も該当する○の１つにチェックをつけてください。 

〇1:定数を増員し、薬剤師の在籍者数が増加となる採用を計画している， 

〇2:欠員を解消し、薬剤師の在籍者数を定数に近づけるよう採用を計画している， 

〇3:退職者数と同数程度の募集により、薬剤師の在籍者数を維持するよう採用を計画している， 

〇4:薬剤師の採用は計画していない（→「3-4」へ）. 

(5) 薬剤師の採用を困難にする要因と考えるもので、該当するもの全てにチェックをつけてください。 

□1:薬剤師の地域偏在，□2:近隣に薬科大学・薬学部が無い，□3:近隣の医療機関と比して給与が低い，

□4:近隣の保険薬局と比して給与が低い，□5:休日勤務がある，□6:夜勤がある，□7:休日が少ない， 

□8:調剤業務等の機械化が進んでいない，□9:電子カルテ等の病院情報システムが導入されていない， 

□10:「公立・公的医療機関等の診療実績データの分析結果」により統合再編対象にリストされている， 

□11:施設の老朽化，□12:薬学生の実務実習を行っていない（実習生が割り当てられない）， 

□13:その他 (                                       )．

A. (5)に複数のチェックをつけた場合、最も大きな要因と考えるものの

番号を１つ記入してください。 
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3-4. 夜間・休日の勤務体制 

(1)薬剤部門の薬剤師の夜間の勤務体制がありますか。 
○1:平日・休日ともある， 

○2:平日のみある，○3:ない(→(D)へ) 

(A) 体制が<ある>場合、その体制について、該当するもの全てにチェックをつけてください。 
注）・宿直 : 薬剤師が夜間勤務している体制をとっていること。 

・一部宿直 : 曜日または日にち指定で宿直体制をとっていること。 

・居残り体制 : 毎日あるいは曜日指定で一定時間まで薬剤師が居残る体制をとっていること。 

・On call:自宅待機等で必要時に呼び出しを受けて対応できる体制をとっていること。 

・二交代制:12時間勤務等二交代で24時間体制をとっていること。 

・三交代制:日勤,準夜､深夜等の交代制勤務をとっていること。 

・シフト勤務:早出､遅出等の時間差勤務体制をとっていること。 

  □1:宿直，□2:一部宿直，□3:居残り体制，□4:On call，□5:二交代制，□6:三交代制， 

□7:シフト勤務(早出、遅出等)，□8:その他(                       )．

(B) 体制が<ある>場合、以下の時刻に薬剤部門内で宿直・交代勤務・シフト勤務等を行っている人数

を記入してください。On call で待機する人数は含みません。 

22時 人 翌深夜2時 人 翌朝6時 人

(C) 体制が<ある>場合、夜間に行っている業務で該当するもの全てにチェックをつけてください。 

□1:入院の内用薬・外用薬調剤，□2:外来の内用薬・外用薬調剤，□3:入院の注射薬調剤(計数)， 

□4:外来の注射薬調剤(計数)，□5: 入院の無菌製剤処理，□6: 外来の無菌製剤処理， 

□7:医薬品情報管理（DI），□8:持参薬確認，□9:薬剤部門(投薬窓口を含む)での服薬指導， 

□10:薬剤部門外(病棟・救急)での服薬指導，□11:その他(                 )． 

(D) 体制が<ない>場合、その理由で最も該当する○の１つにチェックをつけてください。 

〇1:薬剤師の人員が不足，〇2:平日夜間の調剤・薬剤業務は医師・看護師等が実施する， 

〇3:平日夜間に調剤・薬剤業務が発生しない，〇4:その他(                 ). 

(2)薬剤部門の薬剤師の休日日中の勤務体制がありますか。
○1:全ての休日である，○2:一部の休日

である，○3:ない(→(D)へ) 

(A) 体制が<ある>場合、その体制について、該当するもの全てにチェックをつけてください。 
注）・日直 : 休日の9時～17時など平日勤務時間と同様の勤務体制を採っていること。 

・半日日直 : 午前中等の半日勤務体制を採っていること (日直勤務に満たないもの)。 

 □1:日直，□2:半日日直，□3:On call，□4:その他(                   )． 

(B) 体制が<ある>場合、以下の時刻に薬剤部門内で勤務している人数を記入してください。On call  

で待機する人数は含みません。 10時 人 15時 人

(C) 体制が<ある>場合、休日に行っている業務で該当するもの全てにチェックをつけてください。 

□1:入院の内用薬・外用薬調剤，□2:外来の内用薬・外用薬調剤，□3:入院の注射薬調剤(計数)， 

□4:外来の注射薬調剤(計数)，□5: 入院の無菌製剤処理，□6: 外来の無菌製剤処理， 

□7:医薬品情報管理（DI），□8:持参薬確認，□9:薬剤部門(投薬窓口を含む)での服薬指導， 

□10:薬剤部門外(病棟・救急)での服薬指導，□11:その他(                 )． 

(D) 体制が<ない>場合、その理由で最も該当する○の１つにチェックをつけてください。 

〇1:薬剤師の人員が不足，〇2:休日の調剤・薬剤業務は医師・看護師等が実施する， 

〇3:休日に調剤・薬剤業務が発生しない，〇4:その他(                   ). 

 

3-5. 勤務環境改善・効率化・機械化 

(1) 勤務環境の改善のための、薬剤部門の取り組みについて、該当するもの全てにチェックをつけてくだ

さい。 

□1:年次有給休暇取得の推進を行っている， 

□2:育児休業・介護休業を取りやすい環境を整備している， 

□3:学会・研修会等の参加に対する費用負担軽減を行っている， 

□4:研修や研究に係る時間を把握し、勤務シフト等を考慮している， 

□5:労働（勤務）時間の正確な記録に基づいて、業務分担や人員配置等の見直しを行っている， 

□6:夜間・休日の勤務体制への配慮を行っている(当直間隔の確保、当直後の勤務軽減等)， 

□7:薬剤部門に薬剤師以外の職員を配置している， 

□8:その他(具体的に                                   )． 
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(2) 薬剤部門の業務の充実・効率化の取り組みについて、最も該当する○の 1 つにチェックをつけてくだ

さい。 

 取り組みの程度 

A. 薬剤師以外で実施可能な業務の他部署

（職種）への移行（他職種との業務分担） 

〇1:十分に移行済 (早急に移行すべき業務は無い)， 

〇2:おおよそ移行 (今後も移行を推進)， 

〇3:移行は不十分で、移行を検討中， 

〇4:移行は不十分だが、移行の予定はない． 

B. 雇用環境の整備（多様な勤務形態の導

入、人員配置・勤務体制の見直し） 

〇1:十分に整備済 (早急に整備する事項は無い)， 

〇2:おおよそ整備されている (今後も整備を推進)， 

〇3:あまり整備は進んでおらず、整備を検討中， 

〇4:あまり整備は進んでいないが、整備の予定はない．

(3) 薬剤部門の業務を効率化するための機器・システムの導入について、最も該当する○の１つにチェッ

クをつけてください。 

〇1:十分に導入済 (早急な機械化等は必要無い)，〇2:おおよそ導入 (今後も機械化等を推進)， 

〇3:機械化等は不十分、導入を検討中，〇4:機械化等は不十分だが、導入の予定はない． 

A. 薬剤部門に導入されている機器・システムがある場合、該当するもの全てにチェックをつけてくださ

い。 
注）3：薬品ピッキング時に処方せんを見ながら薬品棚に貼りつけたバーコードを読み取る機器。 

□1:全自動 PTP シート払出装置，□2:全自動錠剤分包機，□3:ピッキングサポートシステム， 

□4:内用薬・外用薬調剤鑑査支援装置，□5:投薬画像記録システム，□6:散薬調剤ロボット， 

□7:全自動散薬分包機，□8:散剤鑑査支援装置，□9:水剤分注装置，□10:最終鑑査支援装置， 

□11:軟膏自動混合機，□12:錠剤粉砕機，□13:錠剤半錠機，□14:PTP 除包機， 

□15:持参薬鑑別支援装置，□16:薬剤管理指導記録システム， 

□17:病院情報システムと連携した薬剤部門システム， 

□18:その他 (                                       )．

B. 注射薬調剤業務を効率化するために導入されている調剤機器がある場合、該当するもの全てにチェック

をつけてください。 

□1:注射薬自動払出装置(アンプルピッカー)，□2: 注射返品薬自動仕分け機，□3: 注射返品薬払出機，

□4:その他(                                    )． 

C. 無菌製剤処理業務を効率化するために導入されている調剤機器がある場合、該当するもの全てにチェックをつけて

ください。 

注）2：抗がん剤注射箋オーダーを抗がん剤調製支援システムに取り込み、画面表示に従って抗がん剤調製

するシステム。 

4：調製時におけるヒューマンエラーを無くすことを目的に電子カルテの調剤システムから注射データ

を取り込み、あらかじめ登録しておいた抗がん剤の溶解規則に基づいて、調製時に溶解容量を求め、

パソコンと連動した電子天秤で重量監査を行うシステム。 

□1:抗がん薬混合調製ロボット，□2:抗がん薬調製支援システム， 

□3:インフューザーポンプ注入アシスト機，□4:抗がん剤調製監査システム， 

□5:その他(                                    )． 

 

 

Ⅳ．病院薬剤師への他職種からのタスク・シフティング 
◎この節の設問の回答対象となる取り組みについて 
・他の医療従事者から病院薬剤師への明白な、または潜在的な業務移管 (他の医療従事者の負担軽減を伴

うタスク・シェアリングやチーム医療も含む) の取り組みの状況についてご回答ください。 

・プロトコールに基づく薬物治療管理 (PBPM) や薬剤師外来も、薬剤師以外の医療従事者の負担軽減を

伴う場合は、本調査ではタスク・シフティングとして取り扱います。 

・古くからの取り組みでも、医師の負担軽減につながる取り組みであれば、積極的にご回答ください。 

 

他の医療従事者(特に医師)の負担軽減(業務時間短縮)の効果が大きいと考えられる順に、回答欄 1～5 に

5 つまでの取り組みを回答してください。 

 

回答欄 1～5の内容は同一で、設問に付した番号のみが異なっています。 
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回答欄 1  ※数値を求める設問では、概算で回答いただいても問題ありません。 

4-1-1. 取り組みの名称と様式 

(1) 取り組みの名称と概要 

A. 名称  

B. 概要

(簡潔に) 

 

 

(2) 取り組みに関連するキーワード (5 つまで) 

     

(3) 取り組みの様式：最も該当する○の 1 つにチェックをつけてください。 

〇1:典型的なタスク・シフティング(医師から薬剤師への業務移管等、1 つの職種からの業務移管), 

〇2:タスク・シェアリング，〇3:チーム医療． 

4-1-2. 取り組みの対象患者 

(1) 取り組みの対象患者：入院患者と外来患者のどちらか１つにチェックをつけてください。 

入院患者の取り組みと外来患者の取り組みのどちらも同程度に他の医療従事者の負担軽減効果がある場

合は、2 つの回答欄を用いて、入院患者の取り組みと、外来患者の取り組みを別々に回答ください。 

〇1:入院患者，〇2:外来患者 (→B．へ)． 

A. <1:入院患者>にチェックした場合、次の i.～iii.にご回答ください。 

ⅰ. 対象患者が入院する病床の機能で、最も該当する○の 1 つにチェックをつけてください。 

〇1:高度急性期 (救命救急入院料、特定集中治療室管理料、ﾊｲｹｱﾕﾆｯﾄ入院医療管理料 等算定)， 

〇2:急性期，〇3:回復期，〇4:慢性期，〇5:精神病床，〇6:対象患者と病床機能は無関係． 

ⅱ. 対象患者の手術の実施：最も該当する○の 1つにチェックをつけてください。 

〇1:手術を実施する，〇2:手術を実施しない，〇3:対象患者と手術の実施は無関係． 

ⅲ. 取り組みの実施時期：最も該当する○の 1 つにチェックをつけてください。(回答後→C.へ) 

〇1:主に入院直後，〇2:主に退院前，〇3:入院中期 (1、2 以外)，〇4:全入院期間中、頻回に実施，   

〇5:入院中に時期を問わず 1～数回実施． 

B. <2:外来患者>にチェックした場合、対象患者が最も該当する○の 1 つにチェックをつけてください。

〇1:外来化学療法施行のため来院，〇2:予定入院患者の事前来院，〇3:1、2 以外の来院． 

 C. 対象患者の属性：該当するもの全てにチェックをつけてください。 

□1:高齢者，□2:小児，□3:終末期，□4:周産期，□5:周術期，□6:その他 (         )． 

4-1-3. 取り組みにおいて業務移管を行う職種・業務負担が軽減される職種 

(1) 薬剤師へ業務移管する職種：該当するもの全てにチェックをつけてください。 

□1:医師、歯科医師，□2:看護職 (助産師・看護師・准看護師)，□3:その他の医療従事者． 

A. <1:医師、歯科医師>にチェックした場合、次のⅰ.～ⅳ.にご回答ください。 

 ⅰ. 医師、歯科医師が所属する診療科:最も該当する○の 1つにチェックをつけてください。「4:特定の

診療科」にチェックをつける場合は、診療科名も記入ください(複数診療科も可)。 

〇1:全診療科，〇2:外科系診療科，〇3:内科系診療科，〇4:歯科診療科, 

〇5:特定の診療科(診療科                                 )． 

 ⅱ. 取り組みによる医師の業務時間短縮の程度: どちらかの○の 1 つにチェックをつけてください。 

〇1:業務短縮時間をおおよそ把握している，〇2:業務短縮時間を具体的に把握していない(→iv.へ)． 

ⅲ. 1 週間で短縮される延べ業務時間 (回答後→B．へ) 

例:平均 30 分/週の短縮が 3 人に生じる場合、3×30 ＝ 90 → 90 分/週 
分/週

 ⅳ. 短縮される延べ業務時間の推定：最も該当する○の 1 つにチェックをつけてください。 

〇1:1週間に1時間未満，〇2:1週間に数時間程度，〇3:1週間に数十時間程度，〇4:1週間に百時間以上．

B. <2:看護職>にチェックした場合、次のⅰ．～ⅲ．にご回答ください。 

ⅰ. 取り組みによる看護職の業務時間短縮の程度: どちらかの○の1つにチェックをつけてください。 

〇1:業務短縮時間をおおよそ把握している，〇2:業務短縮時間を具体的に把握していない(→iii．へ)．

ⅱ. 1 週間で短縮される延べ業務時間(回答後→C.へ) 

例:平均 30 分/週の短縮が 3 人に生じる場合、3×30 ＝ 90 → 90 分/週
分/週

ⅲ. 短縮される延べ業務時間の推定：最も該当する○の1つにチェックをつけてください。 

〇1:1週間に1時間未満，〇2:1週間に数時間程度，〇3:1週間に数十時間程度，〇4:1週間に百時間以上．

C. <3:その他の医療従事者>にチェックした場合、次のⅰ.～ⅳ.にご回答ください。 

ⅰ. 薬剤師へ業務移管する職種を記入ください(複数職種も可)  
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ⅱ. 取り組みによるその職種の業務時間短縮の程度:どちらかの○の1つにチェックをつけてください。 

〇1: 業務短縮時間をおおよそ把握している，〇2: 業務短縮時間を具体的に把握していない(→iv．へ)．

ⅲ. 1 週間で短縮される延べ業務時間(回答後→B．へ) 

例:平均 30 分/週の短縮が 3 人に生じる場合、3×30 ＝ 90 → 90 分/週
分/週

 iv. 1週間当たりに短縮される延べ業務時間の推定：最も該当する○の1つにチェックをつけてください。

〇1:1 時間未満，〇2:数時間程度，〇3:数十時間程度，〇4:百時間以上． 

4-1-4. 取り組みにおける薬剤部門の業務量、業務内容 

(1)業務時間：取り組みの実施に当たって、薬剤部門の 1 週間の延べ業務時間を記入ください。 

 A. 薬剤師 分/週

 B. 薬剤部門に在籍する薬剤師以外の者 分/週

(2)取り組みの効率性：取り組みによる他職種の業務時間の変化(減少)と薬剤部門の業務時間の変化(増

加)を足し合わせた総時間について、最も該当する○の 1 つにチェックをつけてください。 

取り組みによる他職種の業務短縮時間をおおよそ把握している場合は、1-3(1)A.ⅲ.医師・歯科医師

の業務短縮時間、1-3(1)B.ⅱ.看護職の業務短縮時間、1-3(1)C.ⅲ.その他医療従事者の業務短縮時間

と、前項の薬剤師・薬剤師以外の者の業務時間より算出してください。他職種の業務短縮時間を把握

していない場合は、推定値で回答ください。 

〇1:総時間は減少した，〇2:総時間は増加した，〇3:どちらともいえない． 

(3)薬剤師の業務内容：最も該当する○の 1 つにチェックをつけてください。 

〇1:処方提案、薬物治療管理，〇2:調剤、医薬品の調製，〇3:患者に対する情報提供、薬学的管理指導，

〇4:院内他職種への情報提供、相談応需，〇5:他の医療提供施設間の情報収集、情報提供，           

〇6:その他(具体的に                                   )． 

(4)対応する薬剤師の薬剤部門内での役割：取り組みに対応する薬剤師が、取り組みを行っていない時に

主に従事する業務として、最も該当する○の 1 つにチェックをつけてください。 

〇1:内用薬・外用薬調剤，〇2:注射薬調剤，〇3:薬品管理，〇4:医薬品情報管理，〇5:病棟業務，      

〇6:管理的業務 (薬剤部科局長等)，〇7:1～6 以外 (役割の異なる薬剤師が複数で対応する場合や、薬

剤師数が少ない等で役割分担が明確でない場合も含む)． 

4-1-5. 取り組みの効果・範囲と今後の方向性 

(1)取り組みの効果の薬剤部門による評価：取り組みの実施による、最も大きな効果を、選択肢 1～7 から

1 つ選択し、該当する欄に記入してください。同様にその次に大きな効果を記入してください。 

選択肢：1:医療従事者の負担軽減，2:医療の質向上，3:医療安全の向上，4:患者満足度の向上，    

5:労働生産性の向上，6:費用対効果の向上 (増収も含む)，7:その他 

効果の大きさ 回答 (選択肢より) 回答が「7:その他」の場合、具体的に記入ください。 

最も大きな効果   

次に大きな効果   

(2)取り組みの範囲：どちらかの○の 1つにチェックをつけてください。 

対象の診療科・部門 〇1:必要がある診療科等の多くに実施，○2:診療科の一部に実施． 

業務の移管範囲 〇1:現行法で移管可能な業務はほぼ全て，○2:移管可能な業務の一部． 

(3)取り組みの今後の方向性：最も該当する○の 1 つにチェックをつけてください。 

〇1:取り組みを拡大する，〇2:現状維持，〇3:取り組みを縮小する． 

(4)取り組み拡大のための薬剤師の業務時間確保：最も該当する○の 1 つにチェックをつけてください。 

〇1:業務時間の確保に問題はない(→(5)へ)， 

〇2:取り組みによる業務時間の増加が大きくなく確保可能(→(5)へ)，〇3:業務時間の確保は困難． 

A. <3:業務時間の確保は困難>にチェックした場合、その原因として該当するもの全てにチェックをつけ

てください。 

□1:薬剤師の員数不足、雇用困難， 

□2:他に優先順位の高い業務があり、取り組みに業務時間を割けない， 

□3:薬剤師業務の薬剤師以外の者へのタスク・シフティングが進まない， 

□4:薬剤師業務の効率化のための機器の導入・活用や IT 化が進まない， 

□5:その他（具体的に                                  ）． 

(5)取り組み拡大に問題がある場合、該当するもの全てにチェックをつけてください。 

□1:取り組みを行う診療科等を増やす場合、診療科等との合意形成が困難， 

□2:業務の移管範囲を拡大する場合、他の医療従事者との合意形成が困難， 

□3:取り組みによる他職種の業務負担軽減の効果が得られない、他職種から評価が得られない， 

□4:その他（具体的に                                  ）． 
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回答欄 2 ～ 回答欄 5 は、回答欄 1 と同内容（設問番号が異なるのみ）のため省略しました。 




